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難病医療従事者の教育・研修に関する研究 

 

研究分担者   今井 富裕  独立行政法人国立病院機構箱根病院 神経筋・難病医療センター 

研究協力者 津田 笑子  独立行政法人国立病院機構箱根病院 神経筋・難病医療センター 

 

研究要旨 

優先的に行なうべき教育や研修に必要なコンテンツの制作・収集を開始した．コンテンツ・動画は

関連学会からも集めることにし，各コンテンツ視聴後に内容理解度を判断する設問画面を設置した．

特定の教育・研修課題に複数のコンテンツを組み込み，課題ごとに受講証・修了証を発行するシステ

ムを採用した．本システムによって難病コーディネーター（日本難病医療ネットワーク学会），難病看

護師（日本難病看護学会）の認定研修を行うことも検討した．今後は多職種の教育・研修のプラット

フォームとしての機能を充実させ，ウェブサイトの管理・運営計画を再考する予定である． 

 

A. 研究目的  

難病診療に携わる多業種の医療従事者の研修

体制を構築するため e-learning の制作を試み

てきた．e-learningのコンテンツを制作する上

での基本方針は，難病診療に特化した内容であ

ること，医師向けではないこと，前年度のアン

ケート調査結果を活用して優先的に制作するテ

ーマを決定することの 3点に集約される．令和

3 年度は，優先的に行なうべき教育や研修に必

要なコンテンツの制作・収集を開始した． 

 

B. 研究方法  

国立病院機構箱根病院内で，入院患者の日常

生活動作にかかわるケアについて動画撮影を行

った．撮影されたビデオ動画は難病患者ケアの

教育・研修用に編集された．国立病院機構下志

津病院・東埼玉病院との合同会議で提示された

リハビリテーション関連の動画もコンテンツ制

作の参考にした．編集された臨床写真や動画は

日本難病医療ネットワーク学会，日本難病看護

学会，神経難病リハビリテーション研究会の 3

学会合同会議で検討した． 

(倫理面への配慮) 

動画制作にあたり，患者が登場する場合は匿

名化を行い，個人が特定されないように配慮し

た．また，当該患者には文書で説明と同意を取

得した． 

 

C. 研究結果 

具体的なコンテンツとして収集された写真や

動画は，「着衣動作」「おむつ交換」「食事動作」

であり，内容として，医療安全やリスク管理に

関連する知識や技術が多く盛り込まれた．日本

難病医療ネットワーク学会，日本難病看護学会，

神経難病リハビリテーション研究会の 3団体合

同会議での動画コンテンツの検討から，難病に

関する医療制度等はテキスト形式で掲載する方

が学習しやすいと結論された．これにより，ウ

ェブサイトのワイヤーフレームはフロント画面，

ログイン画面，テキスト・動画一覧画面に改変

された．今後はこれら関連 3学会からもコンテ

ンツとしてテキストや動画を集めることが有用

であると結論した．さらに，各コンテンツ視聴

後に内容理解度を判断する設問画面を設置する

こと，特定のテーマに複数のコンテンツを集約

し，テーマごとに受講証・修了証を発行するこ

とも提案された．これによって，難病コーディ

ネーター（日本難病医療ネットワーク学会），難

病看護師（日本難病看護学会）の認定研修がで

きると考えられた．神経難病リハビリテーショ

ン研究会のコンテンツとしては，より専門的な

Q&A（視聴者からの Qに対して，研究会の方で A

をアップロードする）を企画することも提案さ

れた． 

 

D. 考察 

本システムでは，各コンテンツ視聴後に内容

理解度を判断する設問画面を設置し，特定の教
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育・研修課題に複数のコンテンツを組む形式と

し，課題ごとに受講証・修了証を発行する機能

を採用した．この形式であれば，難病コーディ

ネーター（日本難病医療ネットワーク学会）や

難病看護師（日本難病看護学会）等の学会資格

の認定研修を行うこと可能である．今後，本シ

ステムは，多職種の教育・研修あるいは学会資

格の認定研修のプラットフォームとして活用す

ることを前提として機能を充実させていく予定

である． 

E. 結論 

本年度は，優先的に学習すべき教育・研修内

容として用いる写真や動画を収集し，具体的な

コンテンツ制作を行った．より効率的に，かつ

効果的な e-learningを制作するためには，多く

の専門職種からコンテンツを収集する必要があ

ると思われた．今後は多職種の教育・研修のプ

ラットフォームとしての機能を充実させ，ウェ

ブサイトの管理・運営計画を再考する必要があ

る． 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

 

G．研究発表 

1. 論文発表  

該当なし 

2. 学会発表 

該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

1. 特許取得 

該当なし 

2. 実用新案登録 

該当なし 

3. その他 

該当なし 
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